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家政学についての認識と脱家政学への動き
米国と日本の大学の場合
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序 諭
我国において家政学が大学段階で扱われるようになっ
たのは，新制度の教育体系への移行の時機，すなわち
1948年以後のζとである。また，新制大学にとられた家
政学 HomeEconomicsが米国において，それ以前の諸
々の名称ーーたとえば HouseholdScience， Domestic 
Science， etc.一ーを廃し，新しく採択されたのは1901
年の乙とである。すなわち，現在われわれが学問休系と
して係用してきた家政学HomeEconomicsは米国にお
いて誕生してから71年，わが図では24年の歴史をもつこ
とになる。
Home Economicsを採択した Lake Placidの会談
(1899-1908)においても，ζの学問の総称や定義づけ
について種々の窓見が討議されているけれども，広義の
定義づけでは『一方では人間に直結するフィジカルな環
境について，もう一方では社会的存在としての人間の特
性について，それらの法則，諸条件，原理，理忽等を研
究する学問であり，特に以上の二要素の両面の関係、につ
いて究明する』としている1)。しかし狭義では Home-
makingや HomemanegementK直結する学肉体系と
されていた。以降，米国においては前記会議をうけて
American Home Economics Association (AHEA)が
全国組織として結成され(1908)，家政学HomeEcono-
micsと家庭科教育HomeEconomics Educationと』ζ
ついての指導的な討議検討の機関となった。その機関誌
jOlmal of Home Economicsをたどれば， 1930年代か
らの家族研究中心主義の動きや，教~教育と専門教育課
程との問題，更には戦後の1959年の"HomeEωnomics 
一一NewDirections: A Statemet of Philosopby and 
Objecti ves. "2)の採択等の大きい歴史の流れが見られ
( 9 ) 
る。 しかしながら，このように変動する社会に対応して
幾多の HomeEconomics 議論が交わされるなかにあっ
て，すでに総称科学名を HomeEconomicsから隊脱さ
せる大学がでてきた。たとえばBrighamYoung Univ. 
における Collegeof Family Living (1955)， Pennsyl-
vania 5tate Univ.における Colegeof Human De-
velopment (1鎖渇)， さらにComellUniv. における
Colege of Human Ecology (1969)等を代表的にあげ
るけとができょう。ζのような一連の動きに見られる学
間体系を乙乙では脱家政学 P05tHome Economicsと
名づけ，また HomeEconomics以前のものを前家政学
Pre-Home Economicsと名づけよう。本論文ではζれ
らPostHome Economicsへの動きについて現時点の
米国大学の動向をさぐることを主要な研究目的としてい
る。
一方，わが国においては戦前の教育lζ対する国家統制
の強い伝統があり，民主国家となった戦後も制度的1<:は
民主化されても，なお大学設置益準の運用等iζ見られる
ように大学制度の函一化や学問体系の固定化を進めざる
を得ないような状況を呈してきた。したがって社会の進
展に応じて新しい学問体系を創出しようとするととは制
度的には殆んど不可能に近い状況である。新制大学発足
当時，米国の HomeEconomics 1<:積極的iζアプロー
チした大学は私立では日本女子大学，公立では大阪市立
大学，国立ではお茶の水女子大学に代表させる乙とがで
きょう。しかる1<:Home Economics =家政学という考
え方が徹底していなかったため，多くの女子大学におい
て家政学を HouseholdArtsや DomesticScienceの
学問的水準』ζあまんじさせ，また旧体制iζ皇居仕してきた
規範学的性格のものとする傾向も生じてきた。乙のよう
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な要因の一つは 「家政jという概念が f家事」と直結し
て理解されてきたからであろう。なお，明治時代に至る
までは家庭管理の責任者は主人にあり， i家政学」とよ
びうるものがあるとすれば，男子が修めるべき学問であ
ったととを銘記すべきである。ちなみに， i家政Jとい
う言葉は明治時代の米国の翻訳書と称するものに出てき
たが『語とみてよく，明治時代の家政審出版の22Wのうち
3書名に採用されているだけである3】。
さて昭和24年ICは日本家政学会が創設され，爾来家政
学そのものについての究明も本会が中心となって進めて
きている。なお HomeEconomicsの理解のために東海
大学の松下英夫教授や金城女子大学の今井光映教授等の
ー速の労作が家政学関係者IC稗益している乙とを特筆せ
ねばならない。しかしながら一方では脱家政学の方向を
打ち出している大学もある。たとえば米国においても討
議された LiveralArts and Science課程を中心として
いるー鮮の大学ががある。代表例として大阪府立の大阪
女子大学においては理科系の教益課目を中心とするカリ
クュラムが選択され乙おり，生活躍学科40名定員のうち
家庭科の教職課程をとるものは1-.2名にすぎず，全部
が理科系の教職免許をもった家政学士となっている。
また本学(大阪市立大学)においては. I日大阪市立生
活科学研究所の伝統をふまえ，男女共学の家政学部を創
設した乙ともあり，大学院発足の1952年}ζは英文学部名
として正式にScienceof Livingを採用し.Post Home 
Economicsへの志向を示してきた。
1965年に改訂された大学設置基準では家政学部は「生
活K関する理論と技術を教授研究し，生活文化の向上発
展IC寄与する能力を展開させることにかんがみ，云々 」
とあるように，本学の:志向も汲み，個別家庭の家庭管裂
に埋没するような学的体系であるような誤解を生じない
ように留意されている。乙の文章からうかがわれるよう
に，我今が「家政J学という名称、を維持する方が適当で
あるかどうかは大いに疑問がある所である。特iζ本学に
おいては全部の学部学科が博士課程をもつべき乙とが，
大学決定となっており，数年前より家政学関係以外の全
学部学科がすでに博士課程をもっている。一方，文部省
の学位制度審議会の大方の意向が新名称の博士号を制限
する方向にある乙とを勘案すれば引，学部名称を含めて
学部の改革を計らざるを得ない立場におかれているとい
えよう。また本学部lま同類の学都としてき支国で最初に修
士課程の大学院を創設し(国立大学の 9年前九最大の
専任研究者を容し，国公立大学では最大の学科童文をもっ
ている。したがって今後の家政学の進展についても国内
( 10 ) 
料
的iζ師表となるべき情勢のなかlζあり，それだけに改革
lζ慎重でなければならないと考えられる。前iζ述べたよ
うに本論文は PostHome Economicsへの動向につい
て米国の状況を調べる乙とを主目的とするが，あわせて
我国の状況の大略を把握するζ とを志している。
なお後述の調査内容については学部教授会の学部将来
計画蚕員会の了承を得た乙とを付記し，あわせて英文調
査察の作製については本学郎浦上智子教授 (Michigan
Univ. Ph. D.)の指導と本村汎講師 (WashingtonU-
niv. Sociol. M. )の助言を得たζとを記し謝意を表す
る。
本 諭
~ . 1研究目的
米国における4年制大学のうち家政学部およびそれに
類する学部を対象として.Lake Placid Conference に
おける HomeEconomicsの理解より現状においてそれ
を如何に評価し，それより如何なる方向に変化が志向さ
れているかを明らかにし，あわせて我国の4年制大学の
うち家政学部および家政学関述の単科大学を対象とし
て，同級な内容を明らかにする乙とそ研究目的とする。
特IC米国における PostHome Economicsへの動向に
ついて情報を求め，我国の現状との対比において家政学
の認訟の異差を検したい。
なお，上記の研究目的を達成するために，米国および
我国の全対象学部(又{ま大学)の学部長(又は学長)IC 
対してアンケ トーによる潟査を実施した。ただし米国，
我国とも教育学館系の4年制大学家庭科については調査
対象から除外した。翻盆対象とした大学は，米国の場合
は1971年度版 TheWorld 01 Lerningで調べた59大
学，我国の場合は文部省大学学術局監修全国大学一覧
(昭和47年度)で調べた44大学(本学を除く)である。
また調査用紙は1972年6月lζ送付した。
~. 2調査項目について
表.11ζ英文調査察と和文調査察の全文を相対して示
す。以下，各設問について若干の解説を加える。
設問I::現時点における教育 ・研究の重点を問うたもの
であるが.Domestic Scienceは前に述べたようにPr←
Home Economicsの範聞に入り. Home-makingと
Homemanegement は Home Economicsの中該部
分，イ也は AHEA等の多くの多考文献から調べた比較的
新しい学問の内容を示す項目で，前二者をチェックせ
ず，これらの項目のみを指摘しているものをPostHome 
Economicsの方向をとっている大学と考えた。
設問1:簡単iζ学部名称の変遷の歴史と，すでに名称変
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第 1哀 調査項目
Please pick the most appropriate ones from the 
list below as to the nature of the curricula 
offered and reseach activities in your sch∞1. 
Please mark proper on回 withx. 
( ) domestic science 
( ) home-making and homemanagement 
( ) biological health 
( ) community services 
( ) consumer sciences 
( ) human environment 
( ) individual and family study 
( ) public policy studies 
( ) others ( 
1 As for the oame of your sch∞1 : 
1. If the name of your sch∞1 had been changed， 
please write both old and new ones with da-
tes叩 drea鈎 ns
the n釘neat establishment ( 
The date ( 
the oext name ( 
the date ( 
present name ( 
the date ( 
2. If you are considerin耳 achange for the name 
of your sch∞1， please write a proposed one. 
( ) 
3. If you consider that the preseot oarne of your 
school should be changed， write the most sui-
table one you can think of and reasons for it. 
name: 
rea5On: 
1 In order to develope further the existing t飽 ー
chings and research activities in Sch∞1 of Home 
Economics to meet the social needs in your 
country， what 50rt of study must be taken in 
in future 
Please pick up ones from the list given below. 
( 11 ) 
(1) あなたの学部又は学科の授業と研究活動の内容およ
び性質についておきき します。
下記のもののうち，あてはまるものにO印をつけて
下さい，いくつでも結構です。
( )家事科学 (DOMESTICSCIENCE) 
( )家庭管理 (HOME-MAKINGAND HOMEMA-
NAGEMENT) 
( )人閲の生物的研究 (BIOLOGICALHEAL TH) 
( )地域サーピス (COMMUNITYSERVICES) 
( )消費者科学 (CONSUMERSCIENCES) 
( )人間と環境についての研究 (HUMAN ENVI-
RONMENT) 
)社会における個人と家族の研究 (INDIVIDUAL
AND F AMIL Y STUDIES) 
( )生活IC関する公的政策についての研究 (PUBLIC
POLICY STUDIES) 
( )その他(教t・
(幻食学の家政学部又は学科IC関するものの名称につい
ておたずねしたいと思います。
1. もし名称に変更があったのでしたら， 乙れまでに
変更されたものの名称と時期について，またその理
由について書いて下さい。
創立時
名称 時
理由
現在
名称、 時
理由
2. もしよ記の名称を変える予定があるのでしたら，
その名称、をお容さ下さい。
3. もしあなた個人が上記の名称、を変更すべきだとお
考えでしたら，その名称をお笹き下さい。
名称(
理由(
(3) 現在の家政学郎が発展するならば，どのような傾向
になるだろうとお考えですか。
下記のものから適当なものを選んでO印をつけて下
さい。
( )家事科学 (DOMESTICSCIENCE) 
( )家庭管理学:(HOME-MAKING AND HOME“ 
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( ) domestic science 
home-making and homemanagement studies 
lib町alarts and sciences 
( ) buman伐:ology
( ) community services 
( ) consumer science 
) human邑nvironmentscience 
) individual and family studies 
) public policy studies 
( ) others ( 
N Please answer by Yes or No: 
1. The training given at your school is appro-
priate for student to obtain prof鈴sionaljobs. 
2. Sch∞ls of Home Economics in the USA offer 
prof侭sionaltrainings in gen釘al ( 
3. Tbe standard of your sch∞1 is considered 
equivalent to the standards of colleges or 
scb∞Is of your university. ( 
4. The standard of sch∞Is of Home Economics 
is highly evaluated in the USA. ( 
V Please give the lat田 tfigures available : 
1. The ratio of women students to ruen ( 
2. Jobs obtained by graduats at : 
a. public offices ( 
b. teaching ( 
c. private companies ( 
d. none ( 
e. oth町宮 (
3. Do you think the above figures are rea5Ona-
ble? ( 
4. If you do not think 50， pl阻 segive the most 
desirable one. 
a. ( ) b. ( ) c. ( 
d. ( ) e. ( 
羽 Towhat extent the followings are fulfilled by 
the Sch∞1 of Home Economics as it stands to-
day: 
( 12 ) 
科
MANAGEMENT STUDIES) 
( )教養学 (LIYERALARTS AND SCIENCES) 
( )人間生態学 (HUMANECOLQGY) 
( )地主主サーピス (COMMUNITYSERYICES) 
( )消費者科学 (CONSUMERSCIENCES) 
( )人間の環境IC関する研究 (HUMANENYIRON-
MENT SCIENCE) 
( )社会における個人と家族の研究 (INDIYLDUAL
AND F AMIL Y STUDIES) 
)生活IC関する公的政策の研究 (PUBLlCPOLICY 
STUDIES) 
( )その他(
(4) 下記のものについてあてはまるとおもわれるものに
はO印を，あてはまらないものには×印をつけて下さ
b、。
〉 食学の家政学部又は学科の教育i立政業教育tζ
通している。
わが国の家政学部の教育は， ~車業教育Iζ速し
ている。
家政学部は質学の他学部において，同等のレ
ベルと評価されている。
現在のわが国の家政学部は社会的に正当IC高
く評価されている。
(5) 下記の事項について最近の数字をおたずねします。
1. j立学の家政学僚の男女の割合。
~( ) %女( ) % 
2. n学の家政学都の就職状況について。
a. 官公庁( % 
b. 教職( % 
c. 企業( % 
d. 践につかない( % 
e. その他( % 
3. あなたは上記の割合が望ましいものだと思ってお
られますか。
どちらかにO印をつけて下さい。
はい( ) いいえ( ) 
4. もし上記の割合が望ましくないと恩われるのでし
たら，どんな割合が盟ましいと思われますか。
a. ( ) % b. ( ) % c. ( ) % 
d. ( ) % e. ( ) % 
(6) 家政学IC関連して次の乙とをおたずねしたいと思い
ます。
下記の耳]:~買はどのていど満足できるものとお考えで
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Please check the appropriate ODe， 
a， Socialy oriented field of education in field 
of Home Economics 
b， Synthesis of tbe knowledges concerned 
with Home Ecomics 
c， Methodology distinguished from field of 
other sciences， 
亡H
~ 
二」
? ?????????????
?? ?????
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すか。
a， 社会的に教育休系としての家政学は確立されてい
る。
b， すでに独自の知議体系(学問)として家政学は確
立されている。
c 他の学問分野IC対して，家政学の科学的方法論が
確立されている。
会 l半 分|不十分
VI Please check the appropriate one， 
( ) a， The contents of the Lake Placid Confe-
rence IS progresslve， 
( ) b， The contents of the Lake Placid Confe， 
rence in suitable at present time， 
( ) c， The contents of the Lake Placid Confe-
rence is conservative， 
(7) レイクプレシッド会議の家政学宣言についておきき
したいと.思います。
適当なものにO印をつけて下さい。
( ) a， レイクプレシッド会議の家政学の定義lま現
在においても幾分進歩的である。
) b，それは現在の情勢IC:適合している。
) c，それは現在の情勢ではもう適合しなくなっ
ている。
d，レイクプレジッド会設の家政学の定義につ
いては深く検討していない。
(1 have less interesting to the contents 
of the Lake Placid Conference) 
更が予定されているか，また学都長として変更すべきだ
と考えているかどうかを問うたものである。
投開E:!と殆んど同様の項目を示し，将来の変化の方
向を見るための設問である。 ただ LiberalArts and 
Scienceを特殊例として加え，必ずしも問豊島ではないが
Biological Healthを HumanEcology IC変更した。
設問lV:すでに国際交流によって米国IC:おいて Home
EcoDomicsが職業教育に重点をおき， なお一流大学に
おいて必ずしも学部聞で高い評価をうけていないことは
知られているが，我国との比較において認識するため設
けた質問である。
設問y:男子学生の比率，卒楽生の職域等を両国の対比
において認識するための設問である。
設問11:我留においては大学設置基準によって家政学は
教育分野で確立されているように安易に考ーえやすいが，
米国ではどうであるか。また特lζ他の科学分野と区別さ
れる独特の学問的方法論をもっていると認識されている
かどうかを明かにするための設問である。
設問'¥I: Lake Placid会議の内容の評価を直銭的iζ問
うたものであるが，我国の場合はよく知らない学部長も
いると考え， 1項目を余分に追加した。
~， 3調査の応答とその吟味
1. 回収率
米国の大学IC対するアンケート調査の回収率は59大学
のうち37大学が応じて62，796である。それに比べ我国の
場合は44大学のうち25大学が応じて56，89ぎとなる。米国
の場合は卒業行事から夏季休暇iζ入る条件の悪い時機
で，かつ手続上煩雅なため返送用の切手も同封しなかっ
たのに，我国よりも高い回収率を示した。乙れは現下の
状況において本調査の主旨がよく了解されたからと考え
られる。それに対して我国の場合は家政学の大学設置基
準を維持すれば足るとする大学が多く，本調査のような
問題意識も薄弱であるからであろう。ちなみに，国公立
大学は9大学中7大学まで回収されたが，私立大学の回
収率は51労にすぎない。なお回収された潟査票のうち，
米国，我国とも2大学の分が無効票となった。
( 13 ) 
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2事2表 日・米両国Iζお砂る家政学の教育 ・研究の主題(件数)
at present in future 
nature of curricula and research activities 
u. S. A. (%)1 Japan (%) U. S. A. (%)1 Japan (労)
domestic science l( 3.1) 17(73.9) l( 3.0) 10(43.5) 
home-making & homemanagement 1(34.3) 17(73.9) 8(24.2) 12(52.2) 
liber富1arts & sciences 7(21. 2) 8(34.8) 
biological health 14(43.8) 13(56.5) 
human ecology 22(6.7) 1(47.8) 
community services 19(59.4) 7(30.4) 26(78.8) 10(43.5) 
consumer sclence 21(65.6) 19(82.6) 23(69.7) 16(69.6) 
human environment science 23(71.9) 17(73.9) 26(78.8) 16(69.6) 
individual and family studies 23(71. 9) 19(82.6) 25(75.8) 16(69.6) 
Public policy studies 6(18.8) 10(43.5) 19(57.6) 10(43.5) 
other宮 10(31. 3) 4(17.4) 6(18.2) 3(13.1) 
一 一 一一 一一一一一一一一一
2. 各大学における教育・研究の本質的な分野
設問の1:およびEをまとめて表.21ζ示す。我図では
家事科学 DomesticScienceがPre-HomeEconomics 
の段階に位置づけるべきものであるという認識が一般化
していないように恩われるが，現状において17件 (73.9
5的もζれを教育・研究の本質的な分野として指摘して
いる。乙れに対し米国では1件 (3.1%)の指摘がある
だけである。またホ ムーメ キーングおよび家庭管理
Homemanagementは本来 HomeEconomicsの中核
部分を占めていたが，現状においては米国では1件(34.4
%) K止まり，我国では17件 (73.9%)1ζ及んでいる。
以上より各大学別に見ると，米国においてはPre-Home
Economicsの段階にあるものは 1件IC止まり. Home 
Economicsの段階のものは45%.すでに PostHome 
Economicsの段階を示しているものは51%1ζ達する。
それに対し我国では，約9% (本学を入れても13%)の
みが PostHome Ecoromicsの段階を志向しているも
のといえよう。なお「その他Jothersの項については，
米国ではとれだけを指摘して (HomeEconornics)と書
いた2件があり(乙れは当然HorneEconomicsの郡に
算入).他は Nutritionをあげたものが多く，我国では
教養Lib邑ralArts and Scienceを指摘したものが多い。
次IC将来における教育 ・研究の分野を検すると，米国
の大学においては70%が PostHome Economicsを志
向するのに対し，主主国では39%に止まのている乙とが理
解できる (LiberalSciencesはPostHome Econornics 
の範図には入れない)。なお ConsumerScience につい
ては，主主因でも教育・研究の分野としてよく認識されて
( 14 ) 
第3表 米国における家政学関連の学8ll名の動向
米国4州大学防げる家政学関係学郡名称 |現行|竺
Horne Econo岨 ics 1 28 118 
Education & Home Economics 1 1 1 1 
Agriculture & Ho四eEconomics 1 1 1 1 
Family Living 1 1 1 1 
Family Life 1 1 1 1 
Family Resources & Consumer Science 1 1 1 1 
Family and Consumer Resouces 1 0 1 1 
Human Developαlent 1 0 1 1 
Human Development & Consumer Science 1 0 1 1 
Human Resources & Family Studies 1 0 1 1 
Hurnan Environment 1 0 1 1 
Euthenics 1 0 1 1 
Human Ecology 1 2 1 6 
いる乙と.i置も直接的に社会とのかかわり合いが強い
Public Policy Studies については米国においても余り
取上げていない乙とが注目される。
3. 学級名の現状と将来
次IC貌学部名および PostHome Economics段階に
おける学部名等につき述べる。表.3 Iζ米閣における現
状と予定を含む近い将来の状態とを示す。現状では教
育 ・ 家政学部3と~ ・ 家政学部系の学部を除くと Home
Economicsの名称、を用いているのは34大学のうち28件，
82%を示しているが，近い将来ICは17件.50%1ζ減る乙
とが伺われる。すなわち15件.44%が学郵名としてPost
Home Economicsを明確にする乙とになる (米国の場
合は学部長の個人的意見は殆んど述べられていないん
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なお同表IC見られるように， Post Home Economicsの
名称は多様であるが，現』ζHumanEcologyをとる2大
学があり，将来において乙れは改祢名の40%を占める乙
とになるのが注目される。また乙れら PostHome Eco-
nomicsの名称を打ち出している大学は，州立と私立と
を関わなし、。
勿論，主主国の場合は学都名を改称した例はないが，名
称を変更すべきだとする意見は私立2件，公立3件，国
立1件があり，全体の269杉となる。ただし乙れは学部長
等の個人意見であって，機関決定しているものは皆無で
ある。ただ本学を含めると国公立大学においては半数が
脱家政学を志向している乙とは注目すべきであろう。な
お名称としては，期せずして全部が 「生活科学都(又は
学科)Jを提案している。
4. ~政学のカリキュラムの職業に対する性格と学部の
評価
Home Economics (Post Home Economicsを含む〉
の学徳(学科)においてカリキュラムが特定の職業を想
定して組まれているかどうかを調べたものが表.4であ
る。ただ単lζ教職免許がとれるということを排除するた
めに園内に対する質問は英文の直釈をさけた。米国では
総ての大学において職業教育としてのカリキュラムがと
られているのに比し，我国では%の大学が』王位の高等教
君主の教科として扱っている乙とが解る。また米国では家
政学邸全体が上述のように主主解されているのに，我国で
は一般に職業を対象とせずに，家政学の教科がMlまれて
いると考えられている。(なお我国で職業をJ耳司えて教科
を組んでいると回答した大学iζは栄養を専攻する単科大
学等が含まれている。〉
第4表 日米両国における家政学の個有職域についての
考え(件数)
回 答 内 . 生?
学郵では職業を考えて教科が組まれている
学部では職業を考えないで教科を組んでいる
上のどちらの場合もある
答えられない
(合 計)
園内一般に駿;tを考えた教科が組まれている
園内一般に漁業を考えず教科が組まれている
上のどちらともいえない
答えられない
(合 言o
-251ー
第5表 日・米両国における家政学都の評価
回 答 内 容 件同日本
学部は学内の他学部と同等に評価されている
学部は学内の他学部と伺等に評価されていな
??
???
? ???
?
?
?
?
?
?
?
上のどちらともいえない
答えられない
(合 計)
圏内では家政学部は高く評価されている
国内では家政学部は高く評価されていない
上のどちらの場合もある
答えられない
(合 計)
次に HomeEconomics関係、の学部(学科)の評価に
ついて表.5にまとめて示す。米国においては1例を除
く外は家政学部は他学部と同等に評価されているとして
いるが，我国では約%が懐疑的または否定的である。特
IC注目すべき乙とは同表lζ見られるように，全国レベル
においては米国においてもHomeEconomicsの学部は
布く評価されていないとする意見が%以上あり，主主国に
おいてはその意見が圧倒的に多くなることである。とれ
らの乙とはHomeEconomicsおよび家政学において我
々に諜せられた歴史的な負債であり，乙れを改革して社
会的Ir新たな認識カ呼号られる学間体系にする乙とは，相
当困難であろう乙とを予測させるものである。
5. 在学さ主の性別と卒業生の積極について
調査に応答された大学のうち，米国においては女子大
学は47史学，他の31大学は共学であり，我国においては
逆に共学はl大学(本学を含めても2大学のみである)，他
は全部女子大学である。 ζの事実も HomeEconomics 
の学都と家政学部との間lζ性格の相異を来たした要因に
第6表 米国 HomeEconomics関連学部の男子学生の
比率分布(件数)
男子学生比怒 |州立|私立|計
1 % 以 下$ 1 3 4 
1 ~ 4 %未満 6 8 14 
4 ~ 16 Sぢ " 3 6 9 
16 '"-25 % " 。 。 。
25 ヲ百 以 上 5 2 7 
不 明 。 1 1 
* 1%以下は女子大学
( 15 ) 
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なるものと考えられる。表.61ζ米国の HomeEcono-
mics関連の学部における男性の占める率を示す。表iζ
付記したようにy:l子学生1%以下とあるのは女子大学の
例であり，25%以上の件数には州立大学1[60%の1例，
私立大学K5O~彰の 1例を含む。我国では最大の犠合16"""
25%が1例あるのみである(本学は4"""16%の範囲に入
る)。
卒発生の験主主(進学を含む)については剥査察iζ対す
る記入が精粗まちまちなので表示するととをやめる。米
国州立大学においては進学優越型が2件， 教職後越型が
7件あり，進学仮it!&裂においても第2準位の職域は教職
になっている， したがって職域として教職が優位にあ
る。米国私立大学においても教獄優越型が5件で優位を
占め，私企業優起型が4件，官公庁優越型が2件あり，
進学侵食2型l立見られない。主主因の場合iま，私企業優越型
が優位を占め11件， 書X~優越型が4件， 50%以上の学生
が就職しない無就除優越型が3件ある。なお我国の私企
業優越型中10件は第2[単i位が教臓であり，1件のみが官
公庁となっている。以上で特に注目すべき乙とは，米国
において進学優越型の HomeEconomics関述の学部が
見られる乙と，我固においては米国にみられない無就職
優越型が3件も見られる乙とである。ちなみに本学にお
いては第1滋位は私企業，第2は進学，第3は官公庁と
なり，教ctおよび無就職は極めて少ない。
6. ~政学の教育体系および学問体系の完成評価
本項の設問は裂するに家政学又ほ HomeEconomics 
が完成している度合を示すものとして表.7にまとめて
示す。米国においては教育体系としても知議体系(学問)
としても，さらに他の諸科学と途った独自の研究方法2舎
をもっ科学としても家政学はなかば完成されたものと見
ている。一方，主主留においてはなかば完成されていない
ものと見ているようで対称的である。米国においては知
徹体系として HomeEconomicsが完成されているとい
料
う考え方均等船子有力であり，我国においては教育体系と
して，次には知識体系として，責主後』ζ独自の研究方法諭
をもつものとしての願lζ甚だ不充分ながら家政学が成立
してきでいると考ーえている。総称、科学として家政学が成
立するためには，独自の研究方法論を総体的にもつべき
であると思うけれど，乙れについては多くの研究の積み
m:ねと，より深い洞察とを必要とするであろう。
7. Lake Placid会議の内容についての評価
Home Economicsをi1J成した此の会議の内容，とく
に家政学の本質にかかわる定畿について， i)現在にお
いても新鮮で進歩的である， i)現在の情勢において適
合している(当時では t∞Pregressiveであったし
ii)現在ではもう古い概念で保守的である。以上の3段
階の評価を求めるために此の設問を作った。しかし英
文，和文とも充分に意を尽せなかったようである(乙れ
は著書等の手落ちである)。 したがって応答は必ずしも
当方の意図したものと合致していない。 ζれを表.8に
まとめる。
米国においては約%が LakePlacid会滋の内容が，
現在においても進歩的であり，現在の情勢にも適合して
いると考えている。 ただし約%が，乙れを時代遅れのも
のと見ている乙とに注目したい。 ζのような指摘は
Post Home Economics志向のもとにうまれるからで
ある。
第8表 Lake Placid会議の内容に対する野価(件数〉
Lake Placid会議の内容 阿(紛|日本(%)
現在においても進歩的である
現在の情勢Iζ適合している
現在では保守的である
よく検討していない
答えられない
10 (33.3)1 1 ( 4.3) 
11 (36.7)1 2 ( 8.7) 
9 (30.0)1 1 ( 4.3) 
19 (82.6) 
5 。
第7表 教育体系，学問体系としての家政学の評価(件数)
項 目 国 sIJ ξ竺，;n; 会 主幹充足 不充足 N. A. 合計
米国 13 (41. 9%) 15 (48.4%) 3 ( 9.79的 4 35 
事主育体系としての家政学
日本 2 ( 8.7%) 16 (69.696) 5 (21. 79的 。 23 
米国 16 (51. 6%) 12 (38. 7%) 3 (9.7労) 4 35 
知紋体系としての家政学
日本 1 ( 4.396) 14 (ω.9%) 8 (34.8労) 。 23 
米国 14 (46. 7%) 12 (40.0%) 4 (13.3%) 5 35 
一独自の研究方法鎗をもっ科学としての家政学
日本 1 ( 4.39的 13 (56.5%) 9 (39.1%) 。 23 
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一方，我国では LakePlacid会議の内容については
よく検討していないという回答が80%以上を占めた。こ
れは序拾にのべたように，現行の家政学が米国で創成さ
れた HomeEconomiicsと同じものであるという認識
が一般的に行きわたっていないととを傍証するものであ
ろう。
結 諭
米国と我国の家政学関係の学部長{又は学長)を調査回
答者とした調査を行ない，その結果にもとづいて，本論
においては多様な観点から家政学と HomeEconomics 
についての認滋の現況に関する事象と，生活の社会的な
変化K伴なう生活状況に対応する説家政学への動向につ
いて述べた。乙れらを集約して結論としたい。
1. 我国において家政学を HomeEconomicsとして班
解していない。
表.21<:示したように現在の家政学の教育 ・研究の主
題として，我gjJの場合は DomesticScienceを指摘した
大学が749ちにも及び，家政学を HomeEconomicsとし
て理解していない状態であることが解る。 乙れはまた
表.81ζ示したように， Home Economicsを創成した
Lake Placid会議 (1899-...1908年)についてはよく倹
討してないという回答が圧倒的多数を占めたととよりも
傍証されよう。新日~I大学発足却1]1ζは乙のような傾向はな
かったよう考えるが，約%世紀を経て大学設置基準が盤
備されると，かえって 「家政学Jの原点を見失ってしま
ったのではないかと言はざるをえない。
2. 米国においては HomeEconomics は社会的にも，
学問としても大体安定してきたと認議されているのIC
対し，我国においては家政学はそのように認識されて
いない。
表.5IC示したように米国では HomeEconomics は
社会的に相当評価されているが，我国では家政学は高 く
評価されていないという認識が圧倒的に多い。また表.
71ζ示すように米国ではHomeEconomicsを教育体系
としても，また知議体系としても，さらに独自の研究方
法論をもっ科学としてもなかば完成された学問と考えて
いるのに対し，我国では家政学を殆んど未完成のものと
認型車している。
3. 我固においては家政学を個有の職滋につながる学科
群としてとらえていない。
表.4IC示したように，米国に比して我国では家政学
を個有の験成につながる学問体系として認識していな
い。すなわち女子の高等教養として考えている例が多
い。乙れは HomeEconomicsの学部が米国では殆んど
男女共学の大学におかれているのに対し，我国では2大
学を除き全部が女子大学にとられている乙とにもよるで
あろう。
4. 米国の学部においては約%の大学が脱家政学 Post
Home Economicへ志向している。
すでに HomeEconomic の学部が名称をかえたもの
を含んで，近い将来では米国の学部の約1f.!の大学がPost
Home Economicsの名称、をとる乙とになる (表.3)。
個々の大学については述べないが，それらの大学が米閣
において HomeEconomicsを創成させるときにも活縦
した有名 ・有力大学である乙とに注目せねばならない。
また表.2を示したように米国の家政学鶴における現代
から将来への研究・教育の内容の主題から考察しでも，
乙の傾向は明確に指摘し得るであろう。
後記-本調査研究のアンケートIC回答を寄せられた米国
および我国の家政学部関係の学部長を謝意を表する。
注記 :
1) Proceedillgs 01 the Fouth Lake Placid C仰 tle-
relce 01l Home E近omnics，1ω2，PP.70-"'71. 
2) "Home Economics-New Direction : A Statement 
of Philosophy and Objectives"， J. Home Econo】
mics.， Vo1.51. No.8， 1959， PP.679-685. 
3)常見育男，家数学成立史， 1971.光生館，PP.20-'" 
25. 
4)文部省，大学設置審議会大学基準分科会中間報告，
1972. 3. 
Summary 
ln this report， we intend to c1ear what are the pur似)Sesand m飽 ningsof Sch∞I or Col1ege (Sch∞l 
wi1l be used hereafter) of Home Economics in the USA undergoing rapid changes particulary in the way 
of living as well as in science and technology， and thereby we expect to contribute for improvement of 
sch∞1 of Home Economics in our country， in varions aspects to meet the present-day social need. 
Hence， having inquired of al deans of sch∞Is of Home Economics in the USA and ]apan about same 
problems on Horoe Economics， we have col1ected the answers from37 Universities against 59Univ. in the 
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U5A， but from 25Unin. against44 Univ. in Ja開n. (5ee Table. 1) 
According to the results of responses which have been given to our questionairs， we have had neltt 
conclusions ; 
i) They have little understanding of "Home Economics" in Japan with a few exceptions. (5ee Table 
2 and 8 from tbe questioo.air J， 1， iI，) 
i) In the U5A， more sch∞15 of a1 have made progress or will make progrお5in near future into tbe 
Post Home Economics stage， but in Japan almost all scb∞15 have ramaind in tbe Pre-Home Ec佃omi岱
stage or the Home Economics 5tage， and a few scb∞15 wil1 make pr句 Tお5into the lat釘 stage，(See 
Table.2 and 3 from the questionair 1， 1.) 
ii) In the U5A， many sch∞Is of Home Economi岱 arecoeducational in general and a few are the woman 
sch∞1， but in Japan there釘 eoo.ly two coeducational scb∞Is of Home Economics. Tben tbey say in 
the U5A， the sch∞Is of Home E∞nomics offer prof笛5ional仕乱iningsand the 5tandard of tbem is fairly 
evaluated in ger間百1，but not in Japan. (See T油 le.4，5佃 d6 from tbe questionair IV， V.) 
iv) It seems the sch∞1 of Home Economics fulfi1ls to鈎 meext回 tthe systems of education， knowledge 
組 dmethodology in tbe U5A， but not in Japan generally. (5目 Table.7from the questiongir N) 
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